
会津坂下町の財政指標（健全化判断比率）を公表します。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成 29 年度決算に係る健全化判断比率を公

表します。健全化判断比率とは、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するための指標となるも

ので、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの財政指標が健全

化判断比率として定められております。 

本町の場合、実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字ではないため、該当しておりません。また、

健全化判断比率とは別の基準である公営企業（水道事業、下水道事業、農業集落排水事業）の資金

不足比率においても、本町は該当しておりません。 
 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

会津坂下町会津坂下町会津坂下町会津坂下町のののの比比比比率率率率    ――――    ――――    11114.24.24.24.2    111105.905.905.905.9    

早期健全化基準 15.0 20.0 25.0 350.0 

財政再生基準 20.0 30.0 35.0 ― 

※数値が低いほど財政運営が良好ということになります。 

※いずれかの数値が早期健全化基準以上である場合、法で定める「財政健全化計画」を策定しなけ

ればなりません。また、県と国への報告が義務付けられます。 

※いずれかの数値が財政再生基準以上である場合、法で定める「財政再生計画」を策定しなければ

なりません。また、国の同意がなければ地方債の発行ができなくなります。 

 

【平成 28 年度と平成 29 年度の比較】 
 

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率    

市町村の借入金の返済額等の大きさを指標

化し、負担がどの程度か示すための比率で、

３か年の平均値で算出されます。 

13.9％（H28） ⇒ 14.214.214.214.2％％％％（（（（H29H29H29H29）））） 

※※※※0.30.30.30.3 ポイントポイントポイントポイント増増増増 

＜要因＞ 

公営企業への繰出金の増により14.6％とな

った平成 29 年度の数値が新たに算定対象と

なり、平成 26 年度の数値 14.0％が算定対象

から外れたため。 

＜参考＞ 

平成 29 年度決算における県内市町村平均 

（速報値） ⇒6.8％ 

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率    

市町村の借入金や将来支払が見込まれる負

債分を指標化し、将来の負担を示すものです。 

 

107.5％（H28） ⇒ 105.9105.9105.9105.9％％％％（（（（H29H29H29H29）））） 

※※※※1.61.61.61.6 ポイントポイントポイントポイント減減減減 

＜要因＞ 

将来負担額とされる地方債の現在高が減っ

たことや、退職手当負担見込額が減額となっ

たため。 

 

＜参考＞ 

平成 29 年度決算における県内市町村平均 

（速報値） ⇒マイナスとなっています。 


